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はじめに 

 

本町の住基人口は、令和５年２月末日には２，１７２人で、令和３年推計人口年報による

と、本町高齢化率（６５歳以上の高齢者比率）は５０．９％、高知県平均は３５．９％で、

本町は県下で５位にあたり、高知県は全国で２位となっております。また、令和４年度の国

の一般歳出での社会保障関係費は５４％を占めていますが、本町につきましても上位を占め

ております。 

国際社会では、令和４年２月にロシアのウクライナ侵攻がはじまり、いまだ、紛争は続き

世界中に影響を及ぼし、世界のつながりは危機的状況にあります。 

この混迷の時代に生きる今だからこそ、様々な問題に自分事として取り組むこと、絆づく

り地域づくりが、より求められているところであります。 

重度な要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続け

ることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される、地域の

特性に応じた地域包括ケアシステムの構築実現、多様性が尊重される地域づくり、健康長寿

県づくりに向けた取り組みが、今後益々重要となってきております。 

高齢者が多い現状は、この町に住み慣れた人が多く、横のつながりも多い町であるともい

えます。過疎化、少子高齢化の中、子供からお年寄りまで、一人ひとりが貴重な社会資源で

あります。この住民の力をどう活かし、繋げていけるか、保健、福祉、関係者が一つになり

取り組みをすすめているところであります。 

多職種の関係者等からの意見や、本策定にむけ実施した住民アンケート等により、本町に

おける課題が明らかになりました。抽出された課題にむきあい、今後５年間を見据えた取り

組みについて、行政関係者等にて協議を繰り返し、住民それぞれの自助の力、地域での互助

の大切さと、それを展開するしくみづくり、健康寿命延伸に向けた意識の醸成と行動変容に

むけた取り組みについて、関係者で共有し、今後の方向性を確認し、本策定にあたっており

ます。 

一人ひとりの尊厳の保持と自立支援、重症化防止、予防、健康管理に軸足をおき、住民理

解を深めながら、「安心・安全・誰もが住みやすい町」、共生社会の実現にとりくみ、介護・

医療・福祉のパラダイムシフトを起こしていく所存でございます。 

 

本計画に携わった皆様方に対しまして、そのご苦労とご協力に深く感謝と御礼を申し上げ

ます。今後とも行政推進のため、一層のご理解ご支援を重ねてお願い申し上げます。 

 

 

                         令和５年３月 

                         東洋町長 松 延  宏 幸 

  



 

 

はじめに 

 

東洋町は、特に人口減少や少子高齢化が加速的に進む中で、人口の半分が６５歳以上の高

齢者という状況にあります。 

そのことから、高齢者（夫婦）世帯や一人暮らしの世帯が増加の一途をたどり、また障害

者の方の高齢化も見受けられます。 

本町の社会的弱者となりうる方々に寄り添う為に、第３期東洋町地域福祉（活動）計画が

策定されました。「福祉の心あふれるまちづくり ～心づくり～」・「集い、話し合い、見守り、

助け合うまちづくり ～寄り合う～」・「みんなで見守るまちづくり ～見守る～」・「活動が

広がるまちづくり ～支え合う～」を重点目標として、その目標達成の為に努力することで、

住民の皆様が「安全・安心・自分らしく元気に暮らせるまちづくり」の基本理念に沿った生

活が、地域において暮らしていけるように、行政と社協並びに住民の皆様が一緒になって課

題等を自分のこととして捉えて、取り組むことが大事であると思います。 

どうか住民の皆様のご理解とご協力の程、宜しくお願い申し上げます。 

 

                      令和５年３月 

                      社会福祉法人 東洋町社会福祉協議会 

                      会  長     浜 田  豊 年    
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第１章 序 論 
 

第１節 計画策定の目的 
 

社会福祉法では、地域住民、ボランティア、福祉事業者が、地域福祉を相互に協力して

推進しなければならないと規定しており、その円滑な推進のために、市町村地域福祉計画

の策定を求めています。また、国の審議会では、地域福祉の主要な推進主体である市町村

社会福祉協議会が、地域福祉計画と整合を図りながら、地域福祉活動計画を策定・推進す

ることを求めています。 

これらのことから、東洋町においても、これまで２期にわたって町の地域福祉計画と社

会福祉協議会の地域福祉活動計画を一体的に策定し、「あったかふれあいセンター事業」

をはじめ、地域福祉に関する様々な取り組みを進めてきました。 

第３期東洋町地域福祉（活動）計画（以下、「本計画」と言う。）は、第２期計画の計画

期間満了を受け、新型コロナウイルスの影響など社会動向をふまえながら、本町の地域福

祉の新たな指針として策定するものです。 

基本理念として、「安全・安心・自分らしく元気に暮らせるまちづくり」をもとに、策

定を進めます。 

なお、市町村では「成年後見制度の利用の促進に関する法律」第１４条第１項に基づく

「成年後見制度利用促進計画」、「再犯の防止等の推進に関する法律」第８条第１項に基づ

く「地方再犯防止推進計画」の策定が求められていることから、本計画は、これらの計画

の内容を包含するものとします。 

 

第２節 計画の期間 
 

計画期間は、令和５年度から令和９年度までの５年間とし、国の政策動向や東洋町・東

洋町社会福祉協議会の取り組みの状況により、必要に応じて、随時見直しを行います。 

本計画を推進していくために、町、社会福祉協議会は住民団体を含めた関係機関と連携

し、計画の進捗状況の確認、評価、必要に応じた見直し等のため年１回会議を行い、効果

的な取り組みに努めます。 

計画期間 

 
令和５年度 
（2023） 

令和６年度 
（2024） 

令和７年度 
（2025） 

令和８年度 
（2026） 

令和９年度 
（2027） 

第３期地域福祉（活動）計画 

（成年後見制度利用促進計画・再犯防止計画を含む） 

     

高齢者福祉計画・介護保険事業計画      

障害福祉計画・障害児福祉計画      

子ども・子育て支援事業計画      

 

  

 

第９次高齢者福祉計画・第 10期介護保険事業計画  

第３期計画 

 

第２期計画 

 

第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画 
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第３節 関連計画 
 

本計画は、まちづくりの最上位計画である東洋町まち・ひと・しごと創生総合戦略の

もと、地域における高齢者、障害者、子ども等の福祉を「横つなぎ」する計画として、

「高齢者福祉計画・介護保険事業計画」をはじめ、各個別計画と整合を図りながら、東

洋町の福祉として共通して取り組むべき事項を位置づけます。 

また、平成３０年４月の社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）の一部改正により、

策定が任意から努力義務とされました。さらに、「地域における高齢者の福祉、障害者

の福祉、児童の福祉その他の福祉の各分野における共通的な事項」を記載する、いわゆ

る「上位計画」として位置づけられました。 

そして、東洋町地域防災計画をはじめ、福祉分野以外の個別計画や、高知県地域福祉

支援計画とも整合を図りながら策定します。 

 

地域福祉計画と関連計画の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東洋町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

地域福祉活動計画 

社会福祉法 

高知県 

地域福祉支援計画 

東洋町 

社会福祉協議会 

地域福祉計画 
（成年後見制度利用促進計画 

・再犯防止計画を含む） 

  地
域
防
災
計
画 

な
ど 

東洋町 

厚生労働省の社会保障審議

会福祉部会の「市町村地域

福祉計画及び都道府県地域

福祉支援計画策定指針の在

り方について」（平成１４

年）において、地域福祉計

画と地域福祉活動計画の整

合を図ることが規定されて

います。 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

障
害
福
祉
計
画 

・
障
害
児
福
祉
計
画 

高
齢
者
福
祉
計
画 

・
介
護
保
険
事
業
計
画 
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第４節 本計画をめぐる社会背景 
 

１ 地域共生社会づくりの要請  
 

国は、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支えあいながら、自分らしく活躍できる地域

コミュニティを育成し、公的な福祉サービスと協働して助けあいながら暮らすことので

きる「地域共生社会」の実現をめざしています。 

「他人事」になりがちな地域づくりを地域住民が「我が事」として主体的に取り組む仕

組みをつくるとともに、市町村においては、地域づくりの取り組みの支援と公的な福祉サ

ービスへのつなぎを含めた「丸ごと」の総合相談支援の体制整備が求められています。 

「地域共生社会づくり」のイメージ 

 
資料：厚生労働省「地域共生社会推進検討会最終とりまとめ」（令和元年１２月） 

 

２ 新型コロナウイルス感染症の影響 
 

新型コロナウイルス感染症が世界的に広がり、終息が見通せない状況が続いています。

感染防止のために、人と人とが距離を取り、接触する機会を減らすことが求められた結

果、地域の様々な活動が自粛を余儀なくされ、社会的な孤立や高齢者の虚弱化等の課題が

深刻化しています。一方で、こうした状況は、人と人との交流やつながりの重要性につい

て再認識する機会となっています。 

今後も感染防止に取り組みながらの生活が求められるなか、これまでのつながりを絶

やさないために、オンライン等の活用を含めた新たなコミュニケーションや支援のあり

方について考えていく必要があります。 

  

～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～ 

農林          環境          産業         交通 
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３ 地方創生の取り組みの拡大 
 

“しごと”を創り、“ひと”を呼び込み、“まち”を豊かにする、地方創生の取り組みが

進められており、本町においても、平成２７年度から「東洋町まち・ひと・しごと創生総

合戦略」（第１期・第２期）を策定・推進しています。地域資源を生かした地域活性化の

取り組みは、地域福祉にも効果が期待されるため、計画的に推進することが期待されま

す。 

 

４ 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」の施行  
 

近年の高齢化社会の進展に伴い、増加する認知症高齢者や知的障害者、その他の精神上

の障害があることにより財産の管理や日常生活等に支障がある人たちを社会全体で支え

合うことが課題となっています。しかし、課題の解決策の１つである成年後見制度は十分

に利用されていないのが現状です。 

このような状況を踏まえ、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」（成年後見制度利

用促進法）が平成２８年に制定され、その中で各市町村における成年後見制度の利用の促

進に関する施策についての基本的事項を市町村計画に定めるよう努めることとされまし

た。 

 

５ 「再犯の防止等の推進に関する法律」の施行  
 

我が国においては、約３割の再犯者によって約６割の犯罪が行われるなど、検挙人員に

占める再犯者の割合である「再犯者率」が増加しており、安全で安心して暮らせる地域社

会を構築する上で、犯罪や非行の繰り返しを防ぐ再犯防止が大きな課題となっています。 

このような現状を踏まえ、国は、平成２８年１２月に「再犯の防止等の推進に関する法

律」を施行し、国の責務の明確化や市町村の取り組みを推進するため、地方再犯防止推進

計画の策定に努めることとされました。 
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第２章 町の概要 
 

第１節 人口の動向 
 

本町の国勢調査人口は減少傾向で推移しており、野根町・甲浦町合併年度末（昭和３５

年３月３１日）で８，６７１人となっていましたが、令和２年には２，１９４人となって

います。 

年齢３区分別にみると、年少人口（０～１４歳）が１３３人（６．１％）、生産年齢人

口（１５～６４歳）が９４５人（４３．１％）、高齢者人口（６５歳以上）が１，１１６

人（５０．９％）で、少子高齢化が進んでいます。 

 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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第２節 コミュニティの状況 
  
本町には「地区」または「区」と称する３７の自治会があります。 

多くの自治会には地区集会所があり、それぞれの自治活動が行われていますが、小規模

な自治会では、区長など役員のなり手不足などの課題があります。 

 

自治会の状況 

  自治会名 
世帯数  

  自治会名 
世帯数 

平成 29 年度 令和３年度  平成 29 年度 令和３年度 

1 甲浦東１区 36 34  19 東町１区 63 55 

2 甲浦東２区 56 35  20 東町２区 24 20 

3 甲浦東３区 58 52  21 東町３区 23 16 

4 甲浦中町区 25 22  22 東町４区 51 51 

5 甲浦西１区 20 15  23 浦１区 93 88 

6 甲浦西２区 32 28  24 浦２区 30 30 

7 甲浦西３区 16 22  25 浦３区 30 30 

8 甲浦西４－１区 20 20  26 名留川地区 55 44 

9 甲浦西４－２区 58 53  29 池・相間地区 85 85 

10 白浜１区 53 45  30 池第２地区 87 87 

11 白浜２区 45 45  29 押野地区 21 15 

12 白浜３区 34 25  30 別役地区 19 19 

13 白浜４区 40 40  31 内田地区 9 9 

14 白浜５区 40 40  32 つづら地区 10 10 

15 原地区 50 48  33 中村地区 50 50 

16 小池地区 52 46  34 中島地区 10 10 

17 河内地区 60 63  35 大斗地区 7 5 

18 生見地区 65 70  36 川口地区 17 17 

     37 真砂瀬地区 8 4 
         

甲浦地区合計 760 703  野根地区合計 692 645 
         

     町全体合計 1,452 1,348 
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第３節 高齢者の状況 
  
介護保険制度では、要介護状態にある高齢者に要介護認定を行い、介護サービスを提供

します。本町の令和３年度末の要介護認定者は２５３人で、高齢者全体の２割強を占めて

います。 

また、令和２年国勢調査によると、一人暮らしの高齢者数は４１３人であり、平成２７

年から３５人増加しています。高齢者人口に対する割合は３７．０％と、５年前に比べる

と４．４ポイントの上昇となっています。 

一方、令和２年の高齢夫婦のみ世帯は１９２世帯で、夫と妻の年齢の内訳をみると、夫

も妻も８５歳の世帯が１６世帯あるなど、老老介護を余儀なくされる実態もみてとれま

す。 

要介護認定者数 

単位：人 平成 29年度 令和３年度 

要支援１ 27  16  

要支援２ 24  23  

要介護１ 54  54  

要介護２ 64  50  

要介護３ 59  44  

要介護４ 34  34  

要介護５ 30  32  

合計 292  253  

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」 

 
一人暮らしの高齢者数 

単位：人、％ 平成 27年 令和２年 

一人暮らし高齢者数 378 413 

高齢者人口 1,161 1,116 

高齢者人口に対する割合 32.6％ 37.0％ 

資料：国勢調査 

 
高齢夫婦のみ世帯の夫と妻の年齢（令和２年） 

単位：世帯 
妻の年齢 世帯数 

合計 65～69 歳 70～74 歳 75～79 歳 80～84 歳 85 歳以上 

夫の年齢 

65～69 歳 21 4    25 

70～74 歳 26 18 5   49 

75～79 歳 5 34 9 1 1 50 

80～84 歳  1 21 10 3 35 

85 歳以上   9 8 16 33 

世帯数合計 52 57 44 19 20 192 

資料：国勢調査  



 

8 

 

第４節 障害者の状況 
  
障害者福祉制度では、各種支援を行うために、手帳交付制度があります。 

令和３年度の身体障害者手帳所持者数１８５人、療育手帳所持者数２７人、精神障害者

保健福祉手帳所持者数２７人となっています。平成２９年度と比較すると、６５歳以上の

障害者数の増加が顕著であり、障害者の高齢化が本町においても地域課題であることが

みてとれます。 

障害者手帳所持者数 

〔身体障害者福祉手帳〕 

単位：人 平成 29年度 令和３年度 

18歳未満 1 1 

18歳以上 65歳未満 45 29 

65歳以上 123 155 

合計 169 185 

 

〔療育手帳〕 

単位：人 平成 29年度 令和３年度 

18歳未満 1 1 

18歳以上 65歳未満 22 19 

65歳以上 3 7 

合計 26 27 

 

〔精神障害者保健福祉手帳〕 

単位：人 平成 29年度 令和３年度 

18歳未満 0 0 

18歳以上 65歳未満 20 20 

65歳以上 4 7 

合計 24 27 

 

資料：東洋町住民課（各年度末現在） 
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第５節 子どもの状況 
  
本町の出生者数（各年１～１２月）は、令和２年度が７人、３年度が８人、４年度が７

人と１桁台で推移しており、少子化の状況がみてとれます。 

保育園の児童数は令和４年度で４８人で、こちらは過去３年、増加しています。 

令和４年度の児童・生徒数は、小学生が３７人、中学生が２７人で、減少傾向となって

おり、野根小学校、野根中学校では、児童・生徒数が１桁に減少しています。 

ひとり親家庭世帯数は、令和４年度で１８世帯、３２人となっています。 

出生数 

単位：人 令和２年 令和３年 令和４年 

男性 4 2 4 

女性 3 6 3 

合計 7 8 7 
 

保育園の児童数 

単位：人 
令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

銀杏保育園 8 6 8 

甲浦保育園 26 35 38 

町内計 34 41 46 

二葉保育園 2 2 2 

海南保育所 1 1 0 

広域計 3 3 2 

合計 37 44 48 
 

小中学校の児童・生徒数 

単位：人 
平成 

28年度 
平成 

29年度 
平成 

30年度 
令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

甲浦小学校 49 49 50 46 46 33 31 

野根小学校 21 17 15 11 9 8 6 

合計 70 66 65 57 55 41 37 
        

単位：人 
平成 

28年度 
平成 

29年度 
平成 

30年度 
令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

甲浦中学校 24 20 12 17 25 28 24 

野根中学校 16 14 11 11 6 7 3 

合計 40 34 23 28 31 35 27 
 

ひとり親家庭世帯数（児童扶養手当受給者数） 

単位：世帯、人 
令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

世帯 17 18 18 

人数 30 30 32 
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29%

28%

25%

22%

13%

11%

10%

6%

6%

4%

3%

1%

1%

1%

2%

29%

7%

0% 10% 20% 30% 40%

自分や家族等の健康・障害のこと

老後の資金のこと

介護のこと

災害時の備えに関すること

経済的な問題

仕事のこと

住宅のこと

生きがいに関すること

相続のこと

頼れる人がいない（孤独・孤立等）

親戚や近隣住民とのトラブル

妊娠・出産・育児に関すること

職場や学校での人間関係

虐待に関すること

その他

特に困っていることや不安はない

無回答

第３章 住民の意識・ニーズ 
 
 

本計画策定の基礎資料とするため、住民１，０００人を対象に、令和４年９～１０月に

郵送法でアンケート調査を実施しました。その結果の概要は次のとおりです。 

 

アンケート調査の配布・回収の状況 

配布数 回収数 回収率 

1,000票 508票 50.8% 

 

第１節 困っていることや不安なこと 
  
「困っていることや不安なこと」は、健康面や経済面を中心にあげられており、数が少

ないながらも「頼れる人がいない（孤独・孤立等）」が４％（１８人）、「虐待に関するこ

と」が１％（３人）みられました。 

 

困っていることや不安なこと（複数回答） 
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46%

43%

31%

31%

27%

25%

21%

19%

18%

17%

17%

13%

12%

5%

9%

0% 20% 40% 60%

仕事の場

病院・診療所

町内巡回バス等の移動手段

移動スーパー

健康づくり・体力づくりの場

趣味や学びの場

ちょっとしたお手伝いを頼める人や場

相談できる人や場

毎日利用できる配食サービス

世代間交流ができる場

ゆっくりおしゃべりができる場

ボランティアの場

スマートフォンを使った生活支援

その他

無回答

55%

50%

40%

36%

23%

19%

18%

17%

3%

0% 20% 40% 60% 80%

保健・医療・福祉の連携

災害時・緊急時の防災・安全対策の充実

地域を支える担い手づくり

わかりやすい福祉情報の提供

心と体の健康づくり

ボランティア・地域活動

による生きがいづくり

相談支援体制の整備

町の福祉の予算増額を図ること

その他

第２節 町に住み続けるために必要なもの 
  
町に住み続けるために必要な場や資源については、「仕事の場」が最も多く、「病院・診

療所」、「町内巡回バス等の移動手段」、「移動スーパー」と続いています。ひとり暮らし世

帯が増える中で、「ちょっとしたお手伝いを頼める人や場」や「相談できる人や場」も求

められていることがわかります。 

一方、町の福祉施策や関連施策として必要な取り組みは、「保健・医療・福祉の連携」

が最も多く、「災害時・緊急時の防災・安全対策の充実」、「地域を支える担い手づくり」

と続いています。 

町に住み続けるために必要な場や資源（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町として必要な取り組み（複数回答） 
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68%

81%

74%

65%

63%

30%

19%

26%

31%

36%

2%

0%

0%

4%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

１．できる（今現在していることを含む） ２．できない 無回答

83%

79%

78%

86%

83%

2%

7%

3%

1%

2%

11%

14%

16%

10%

10%

1%

0%

1%

1%

1%

3%

0%

1%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

10～20代

30～40代

50～60代

70歳以上

１．必要だと思う ２．必要だと思わない ３．わからない ４．その他 無回答

第３節 困っている世帯への手助けに関する意識 
  
「地域における住民相互の助け合いの必要性」については、回答者全体では「必要だと

思う」が８割強を占め、「必要だと思わない」は２％とわずかです。年齢層別にみても、

どの年齢層でも、「必要だと思う」が圧倒的に多くなっています。 

 

地域における住民相互の助け合いの必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

困っている世帯への手助けに関する意識は、「できる」が６８％、「できない」が３０％

となっており、５０代以下の男性では「できる」は８１％と高い割合になっています。 
 

困っている世帯への手助けに関する意識 
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48%

41%

25%

19%

19%

18%

16%

13%

10%

9%

9%

9%

5%

4%

4%

4%

1%

1%

44%

39%

32%

13%

21%

29%

18%

5%

9%

10%

12%

8%

4%

5%

2%

2%

1%

1%

50%

42%

21%

23%

17%

12%

15%

18%

12%

9%

7%

10%

5%

3%

5%

4%

2%

1%

0% 20% 40% 60%

安否確認の声かけ

話し相手

災害時・緊急時の手助け

日用品等のちょっとした買い物

悩みごと、心配ごとの相談

電球交換等のちょっとした作業

ごみ出し

食事の確保（おかずのおすそわけ）

郵便物等内容の確認

通院の付き添い（送迎）

庭の手入れ

買い物の付き添い（送迎）

短時間の子どもの預かり

子どもの送迎

家の中の掃除や洗濯

病気の時の看病、入院の準備

その他

無回答

合計

男性

女性

困っている世帯への手助けが「できる」と回答した方に、「できる内容」をたずねたと

ころ、「安否確認の声かけ」が最も多く、「話し相手」、「災害時・緊急時の手助け」と続い

ています。 

男性では、「電球交換等のちょっとした作業」や「災害時・緊急時の手助け」の割合が

女性より高い傾向がみられ、女性では、「日用品等のちょっとした買い物」や「食事の確

保（おかずのおすそわけ）」の割合が男性より高い傾向がみられます。 

手助けができる方が要支援者に対して可能な範囲で支援を行うことは、住み良い地域

づくりに欠かせないため、こうした手助けの実践を側面支援していくことが期待されま

す。 

できる手助けの内容（複数回答） 
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18%

36%

37%

8%

12%

73%

57%

56%

78%

79%

10%

7%

7%

14%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

１．できる ２．できない 無回答

43%

38%

42%

40%

63%

45%

24%

75%

2%

3%

1%

2%

0%

3%

0%

4%

1%

3%

1%

0%

0%

2%

3%

0%

49%

51%

49%

54%

34%

47%

67%

13%

5%

5%

7%

5%

3%

3%

6%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

１．甲浦東・中町地区

２．甲浦西・小池・原地区

３．白浜・河内地区

４．生見地区

５．池相間・東町・浦地区

６．中村・中島・押野・別役・内田地区

７．つづら・名留川・大斗・川口・真砂瀬地区

１．顔も名前も

知っている

２．名前は知って

いるが、顔は

わからない

３．顔は知って

いるが、名前は

わからない

４．顔も名前

も知らない

無回答

「地域の困っている世帯に対する手助け」の「できない」回答者のうち、「将来的には

できる」という回答は１８％（２７人）で、５０代以下に限ると、男女とも、４割弱の回

答者は「将来的にはできる」と回答しています。 

本アンケート調査の回答者５０８人は対象人口の約４分の１であることから、この回

答者数２７人をおよそ４倍した１００人前後が、将来、手助けを期待できる潜在意向者で

あると言えます。 

「できない」回答者のうち、「将来的にはできる」という回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 民生委員・児童委員の認知度 
 
担当民生委員・児童委員の認知度は、「顔も名前も知っている」は回答者全体の４３％

で、「顔も名前も知らない」も４９％あります。 

居住地区別では、「つづら・名留川・大斗・川口・真砂瀬地区」と「生見地区」の認知

度が高い状況です。 

担当民生委員・児童委員の認知度 
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28% 19% 5% 42% 6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．両方とも

知っている

２．成年後見制度

のみ知っている

３．日常生活自立支援事業

のみ知っている

４．両方とも

知らない

無回答

25% 16% 4% 31% 20% 4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．両方とも

聞いたこと

がある

２．「社会を明るく

する運動」のみ

聞いたことがある

３．「再犯防止

啓発月間」のみ

聞いたことがある

４．両方とも

聞いたこと

がない

５．わからない 無回答

第５節 成年後見制度等の認知度 
  
「成年後見制度」「日常生活自立支援事業」の認知度については、「両方とも知っている」

が２８％、「成年後見制度のみ知っている」が１９％、「日常生活自立支援事業のみ知って

いる」が５％、「両方とも知らない」が４２％などとなっています。必要なときに制度を

利用できるよう、一層の周知に努めていくことが求められます。 
 

成年後見制度等の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度：高齢者や知的障害者等で判断能力が十分でない人に代わって、家庭裁判所
が選任した成年後見人が財産管理や契約行為等を行う制度。 

  
日常生活自立支援事業：判断能力の不十分な認知症の高齢者や知的障害者等の人を対象
に、社会福祉協議会が主体となって、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理、書
類預かり等を支援する事業。 
 
 

第６節 再犯防止推進の認知度 
  
「社会を明るくする運動」「再犯防止啓発月間（７月）」の認知度については、「両方と

も聞いたことがある」が２５％、「社会を明るくする運動のみ聞いたことがある」が１６％、

「再犯防止啓発月間のみ聞いたことがある」が４％、「両方とも聞いたことがない」が３

１％、「わからない」が２０％などとなっています。再犯防止には、国民一人ひとりの協

力が不可欠であるため、本町においても、一層の周知に努めていくことが求められます。 
 

再犯防止推進の認知度 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

社会を明るくする運動：令和４年で７２回を迎える、法務省を所管省庁とし、地方自治体
など関係機関が参加する、犯罪や非行のない地域社会を築くための全国的な運動。 

 
再犯防止啓発月間：平成２８年１２月に施行された「再犯の防止等の推進に関する法律」
により平成２９年から取り組まれている再犯防止啓発の強化月。毎年７月。  
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第４章 計画の基本的な考え方 
 

第１節 基本理念 
 

本町は、自治会活動をはじめ、消防団、婦人会、ＰＴＡ、老人クラブ、民生児童委員協

議会など、地域福祉活動が根づいており、学校、保育園、福祉サービス提供事業所、企業・

商店など、様々な組織・団体が地域に根ざした活動を行っています。 

こうして築き上げた人のネットワークにより、人口減少、少子高齢化が進むなかにあっ

ても、今後も、お互いに見守り、支え合って、すべての住民が安心して暮らし続けられる

よう、基本理念「安全・安心・自分らしく元気に暮らせるまちづくり」をめざしていきま

す。 

 

第２節 計画課題と重点目標 
 

地域福祉に関するアンケート調査結果と、東洋町高齢者福祉関係者連絡会、地域ケア会

議の個別会議、東洋町地域自立支援協議会、東洋町精神保健ネットワーク会、東洋町要保

護児童対策地域協議会等で出されている意見から、以下の４つの計画課題が抽出されま

す。 

計画課題 

計画課題 背景 

地域を支える人づくり 
◇人口減少、少子高齢化による担い手の減少 

◇全国的な人権侵害事件の発生        など 

自立を目指した 

地域福祉の拠点づくり 

◇人口減少、少子高齢化による交流機会の減少 

◇新型コロナウイルスの影響による外出機会の減少や

交流事業の自粛              など 

地域共生社会を目指す 

ネットワークづくり 

◇「障害者の高齢化」や「発達に不安のある子どもの増

加」など地域生活課題の複雑化 

◇権利擁護や再犯防止のネットワーク強化の必要性の

高まり                  など 

生活を支える仕組みづくり 

◇新型コロナウイルスの影響などによるボランティア

活動の休止・縮小 

◇地域住民が互いに支え合って地域生活課題の改善・解

決につなげる取り組みの必要性の高まり   など 

 

この計画課題の改善・解決を図るため、４つの重点目標を定めます。 

 

重点目標 

 

重点目標１ 福祉の心あふれるまちづくり ～心づくり～ 

重点目標２ 集い、話し合い、見守り、助け合うまちづくり ～寄り合う～ 

重点目標３ みんなで見守るまちづくり ～見守る～ 

重点目標４ 活動が広がるまちづくり ～支え合う～ 
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第３節 施策の体系 
 

本計画では、４つの重点目標に対し、１０の主要施策を掲げます。施策体系図は、以下

の通りです。 

施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

≪基本理念≫ 

≪主要施策≫ ≪重点目標≫ 

安全・安心・自分らしく 元気に暮らせるまちづくり 

 
（１）子どもたちへの福祉教育の充実 

（２）町民全体の福祉の心づくり 

 

（３）集いの多機能拠点の充実 

（４）身近な地区での集いの活性化 

 
（５）包括的な相談支援の推進 

（６）福祉サービスによる支援の推進 

（７）権利擁護の推進 

（８）再犯防止の推進 

 
（９）住民活動・ボランティア活動の活性化 

（10）新たな福祉事業の育成・支援 

地域を支え

る人づくり 

地域共生社

会を目指す

ネットワー

クづくり 

自立を目指

した地域福

祉の拠点づ

くり 

生活を支え

る仕組みづ

くり 

≪計画課題≫ 
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第４節 分野別施策の推進 
 

分野別施策は以下のとおりです。施策項目ごとに、地域住民・社会福祉協議会・町の役

割分担をあわせて掲げます。 
 

重点目標１ 福祉の心あふれるまちづくり ～心づくり～ 

 

学校、保育園と家庭、地域が一体となって、みんなで子育て・教育を進め、子ども

たちの福祉意識の醸成に努めるとともに、町や社会福祉協議会の広報誌をはじめ、

様々な媒体・機会により、住民の福祉の心づくりを進めます。 

 

（１）子どもたちへの福祉教育の充実 

〔現状と課題〕 

本町では、保育園や小中学校が比較的小規模である利点を生かして、野根・甲浦両地

区での学校運営協議会の設置など、地域に開かれた保育園・学校づくりに取り組んでい

ます。新型コロナウイルス感染症の影響により、社会福祉協議会での福祉体験学習をは

じめ、様々な交流事業が自粛を余儀なくされましたが、徐々に、それらの活動の再開・

再構築を図り、子どもたちの福祉意識の醸成に努めることが求められます。 
 

〔取組方向〕 

今の子どもたちは、地域の大人と関わる機会そのものが少なくなっています。このた

め、各園・学校での創意工夫のもと、地域の様々な人と関わることで、コミュニケーシ

ョンの力を高め、多様な生き方にふれ、命の大切さや思いやりの心、相手を理解しよう

とする豊かな心を育む福祉教育を推進します。 

 

〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆家庭や地域の中で、自分を大切にし、他人を思いやる福祉の

心を育みましょう。 

◆保育園や学校での福祉教育に協力していきましょう。 

社会福祉協議会 ◆子どもたちの福祉体験学習を積極的に受け入れます。 

町 

◆福祉教育の推進に努めます。 

◆町教育委員会や保育園・小中学校と連携し、総合的な学習や

ボランティア活動において、介護体験や乳幼児とのふれあい

体験などの活動を通して交流することで、児童生徒の思いや

りの心を育みます。 
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（２）町民全体の福祉の心づくり 

〔現状と課題〕 

住民アンケートによると、本町では、多くの住民がお互いに支えあう福祉意識を持っ

ており、様々な福祉活動に参画しています。 

しかし、全国的には、インターネット上の匿名での誹謗中傷や、組織におけるハラス

メント（パワハラ等）、性的少数者への差別など、人権をないがしろにする事件が依然、

生じており、町においても、引き続き、様々な媒体・機会により、福祉の心づくりを進

める必要があります。 
 

〔取組方向〕 

福祉の心づくりの基本であるあいさつ、声かけ運動を推進するとともに、住民が地域

生活課題について学び、気づきを得て、必要な支援について考えていけるよう、地域で

の活動の展開につなげていけるよう、広報「とうよう」や町ホームページなど、様々な

媒体を活用し、福祉制度のわかりやすい情報提供に努めます。また、人権教育講演会の

開催などを通じて、生涯学習での福祉教育を推進します。 

さらに、子どもから高齢者まで誰もが、社会の一員として役割を持てる社会をめざし

たまちづくりを推進し、福祉の心づくりにつなげていきます。 

 

〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆福祉について学び、自分自身ができることを考え、実行に移

しましょう。 

◆福祉をテーマとした生涯学習活動に積極的に参加しましょ

う。 

◆お互いにあいさつ、声かけを行い、困っている人を見守り、

支える活動を進めましょう。 

社会福祉協議会 ◆福祉に関する学習機会の提供に努めます。 

町 

◆広報やホームページ等を通じた福祉情報の発信に努めます。 

◆人権教育講演会の開催などを通じて、生涯学習での福祉教育

を推進し、地域での見守り・声かけなどの活動につなげます。 

◆生活支援コーディネーターの適正な配置に努めます。 
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重点目標２ 集い、話し合い、見守り、助け合うまちづくり ～寄り合う～ 

 

住民が、地域福祉センターや甲浦集落活動センターなぎ、文化会館での福祉活動だ

けでなく、海の駅、銀行・郵便局、地区の集会所、公民館などの拠点施設を含め、住

民どうしが集い、話し合い、見守り、助け合う人間関係豊かなまちづくりを進めます。 
 
 

（３）集いの多機能拠点の充実 

〔現状と課題〕 

本町には、生見地区の地域福祉センター、甲浦地区の甲浦集落活動センターなぎ、野

根地区の東洋町文化会館という３つの「集いの多機能拠点」があります。 

地域福祉センターは、東洋町地域包括支援センターや東洋町相談支援事業所、社会福

祉協議会事務局、東洋町訪問介護事業所があるほか、子どもから高齢者まで誰もが気軽

に集う場所として、高知県独自の「あったかふれあいセンター」事業を展開しています。 

甲浦集落活動センターなぎは、甲浦地区の構成集落（甲浦東、中町、西町、白浜、小

池、原、河内、生見）において甲浦集落活動センターなぎ協議会を構成し、白浜地区集

会所をリニューアルし、高知県の集落活動センター事業を活用してコミュニティ活動

を総合的に展開するものです。 

東洋町文化会館は、福祉の向上や人権啓発のための住民交流の拠点となるコミュニ

ティーセンターで、生花教室などを通じた大人の交流や子ども学習会などが実施され

ています。 

これら３つの拠点で、これまで培ってきたノウハウを生かし、住民の集いの活動を継

承・発展させていくことが期待されます。 

とりわけ、本町では、認知症高齢者の相談が増加している傾向にあり、社会福祉協議

会では平成３０年から「あたまの健康チェック」を行い、状況把握を行ったところです

が、定点把握やその人に合った個別計画の作成など、その後の対策に取り組めていない

状況であり、これらの拠点でその対策を行うことが重要と考えられます。 
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延べ利用人数 

平成 29 年度 2,454 名 

令和 ３年度 2,260 名 

「東洋町あったかふれあいセンター」の概要 

 

あったかふれあいセンターは制度サービスのすき間を埋め、妊産婦から子ども・高齢者まで、年齢
や障害の有無にかかわらず、必要なサービスを提供し、お互いがふれあうことのできる小規模多機
能支援拠点（集いの場）として各市町村で実施されています。 

あったかふれあいセンターの機能は各市町村によって異なり、東洋町では地域福祉センターを開
放し、介護予防の一環として高齢者等への食事・入浴サービス・生活支援（町内での通院・買い物等
への送迎及び代行）を行っているほか、子育て応援教室である「なないろ広場」や、夏休み等長期休
暇時の児童預かり・保育園児との交流（世代間交流）が特徴となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜集い＋付加機能（送る・交わる・学ぶ・預かる）＞ 

① 集い･･･東洋町地域福祉センター（以下センター）でサロンを開催。 
[利用者を地域等で班分け・各種団体での利用も可能] 
[なないろ広場（子育て応援教室）] 
[フレンズ（障害者グループ）] 

② 送る･･･利用者宅周辺ステーションからセンターまでの送迎のほか、生活支援として町内
の店舗等への送迎を実施。 

③ 交わる･･･他の地域の班との交流のほか、高齢者と保育園児・小中学生等との交流を実
施。 

④ 学ぶ･･･ニーズに応じた勉強会を開催。 
⑤ 預かる･･･小・中学生の長期休暇時の居場所として提供。 
⑥ 配食･･･週２回（火・金） 

＜訪問・相談・つなぎ・生活支援＞ 
① 訪問･･･独居高齢者・障害者・高齢者世帯・子育て世帯への声かけ、見守り、相談等を行い、

住民の生活課題を把握。 
② 相談･･･訪問による相談活動のほか、センター内に相談コーナーを確保し随時対応。 
③ つなぎ･･･センター利用時や、訪問時、配食サービス等で利用者の状況把握を行い、必要に

応じて利用者の希望に添うかたちで関係機関への連絡、調整を実施。 
④ 生活支援･･･センターを利用された方に対して買い物・金融機関・理美容店・医療機関等へ

の送迎を行う。必要に応じて軽微な生活支援（郵便物等を確認、バイタルチェック等）を
行う。 

⑤ 町内無料電話を活用し「あったかコール」で安否確認を行う。  
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「あったかふれあいセンター」での活動 

 

認知症講演会                新聞紙体操  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イチゴ狩り                 クリスマス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもとおもちゃの関わり方         「私の胸で、『お休みなさい』」 
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「集落活動センター」の概要 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域住民が主体となって、地域の課題やニーズに応じて、生活、福祉、産業、防災といった様々な

活動に総合的に取り組む高知県独自のしくみ・拠点のことです。「甲浦集落活動センターなぎ」では、
まずは支え合い（健康づくり・防災活動・子どもの居場所づくりなど）の充実を図り、将来的には、
特産物づくりなども行いたいという構想を持っています。 
 

〔沿革〕 
令和元年８月    甲浦集落活動センターなぎ協議会発足 
令和３年４月    なぎ部会（地域主体ボランティア団体）を発足し、現在色々な活動を進行中 
令和４年６月２５日 甲浦集落活動センターなぎ開所 
 

〔活動内容〕 
・体験教室を開催（開催後に、利用者の声で、定期開催へと進展） 
（キッズダンス、蕎麦打ち・ハワイアンダンス、阿波踊り、 

バレエ・布ぞうり編み・梅干作り・こけら寿司作り等） 
・耕作放棄地を使用して野菜を作り、子どもたちと苗植えや収穫体験のイベントを年２回開催 
・「地域・子ども食堂」では、春夏秋冬のイベント開催(クリスマスイベント・ハロウィンイベント等) 
・「芋研」では、収穫した芋を使って、定期的な芋の研究・商品開発等を行う 
・複合施設として、集会所活動・公民館活動・役場のイベント活動等、幅広い世代が活用 
・東洋町・室戸移住体験ツアーでは、地域住民・移住希望者との交流を蕎麦打ち体験を通して開催 
 

〔将来的な活動の方向〕 
・自主防災活動として、防災講座の開催や、自分たちの身は自分で守る実践が出来る活動 
・町内出店希望者への場所提供（チャレンジショップ）を開催し、集客等の補助をして移住を促進 
・様々なイベントを開催し、地域住民と移住者の交流の場をつくり、移住者の定住に向け支援 
・地域の情報提供・地域交流・異年齢交流・生きがいづくりなど、楽しい場所づくり 
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〔取組方向〕 

子どもから高齢者まで、多様な世代の住民が拠点に集い、語らうことは、地域生活課

題の早期発見と必要な相談支援へのつなぎに大きく寄与するため、「あったかふれあい

センター」の「集い＋α」、「相談・訪問・つなぎ」、「生活支援」といった基本機能と、

配食サービスなど「拡充機能」の充実に努めます。 

また、甲浦集落活動センターなぎ協議会など、住民団体による自主運営を支援し、多

くの住民が集い、語らえる仕組みづくりを促進していきます。 

 

〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆集いの場に積極的に出かけましょう。 

◆集いの場の運営に協力し、閉じこもり防止につなげていきま

しょう。 

社会福祉協議会 

◆「あったかふれあいセンター」事業について周知し、多様な

世代が交流し、主体的な活動につながるよう、創意・工夫を

進めます。 

・「あたまの健康チェック」にて認知機能低下がみられた方へ

の個別計画作成を行い、認知症予防や自立を促す取組みを進

めます。 

・健康づくりを意識した活動に取り組みます。 

町 

◆住民団体や社会福祉協議会による通いの場の活動を周知す

ると共に、分け隔てない支援に取り組みます。 

・多機能拠点等を活用した主体的な健康づくりの支援に取り

組みます。 
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（４）身近な地区での集いの活性化 

〔現状と課題〕 

第２期計画策定時の平成２９年８～１０月に、各地域で地域座談会を実施し、参加者

が出された意見をとりまとめ、地域活動の実施目標を定めました。 

これまで活動されている地区はそのまま継続し、未開催の地区は開催できるように

推進していくことが求められます。 

 

地域座談会での地域ごとのとりまとめ内容 

地区名 実施目標 

○奥三地区 

（大斗・川口・真砂瀬） 

☆ 奥三寄蘭会を続ける（内容を充実しよう） 

☆ 見守り・声かけの継続（ぼちぼちと） 

○名留川地区 
☆ 春日友の会を継続しよう 

☆ 声かけ・見守り・支え合いの継続（さりげなく自然体で） 

○中島・内田・つづら地区 ☆ 見守り・声かけ（できることを続ける） 

○押野・別役地区 
☆ 集いの場づくり（集いは心の日曜日） 

☆ 見守り 近所同士気にかけあう  

○中村地区 
☆ 交流と集いを続ける 

☆ みんなで助け合う（つながりを大切に） 

○浦地区 

☆ 工夫して集まろう 

☆ 自然体でできることを続ける（見守り・声かけ・目配り・気配り） 

☆ 助け合いをみんなで心がける 

○池・相間地区 
☆ 交流の場づくり 

☆ 地域づくり（あいさつ・見守り・声かけの継続・相談を受ける） 

○東町地区 
☆ 集まる（集いの場づくり） 

☆ 見守り・支え合い（助け合い）の継続 

○生見地区 

☆ リーダー育成（複数）から新たなステージへ 

☆ い・・・いきいきと 

く・・・くらし豊かに声かけあって 

   み・・・みんなで楽しもう！ 

○甲浦東地区 
☆ いやでも集まる（一歩出る） 

☆ 見守り・支え合いを続ける 

○甲浦中町地区 
☆ 交流と親睦と情報発信 

☆ 見守りの継続（思いやりの中町） 

○甲浦西地区 

☆ 新たな挑戦でまちを賑やかにしよう！ 

☆ 集まることからスタート 

☆ 明るいあいさつで見守り支え合う 

○小池・原地区 
☆ こ こえかけ い いつもあいさつ け たすけあい 

☆ は はつらつ元気 ら らくごで笑う 

○河内地区 ☆ 赤ちゃんからお年寄りまでみんな仲良く（女性パワー） 

○白浜地区 

☆ 新しいことにチャレンジ（案ずるより産むが易し） 

☆ みんな笑顔で寄り合う心 

☆ 継続は力なり（見守り・声かけ・支え合い・伝統の継承） 
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〔取組方向〕 

本町では、神祭や盆の行事など、地区ごとに伝統行事が継承されるとともに、農作業

での共同作業や草刈り、清掃などのコミュニティ活動が行われています。また、介護予

防にむけた「百歳体操」を多くの地区で行うほか、新年初会、桜まつり・お花見会など、

固有の取り組みが行われています。 

こうしたコミュニティ活動は、地域福祉の観点のみならず、防災、環境、産業振興な

ど各分野において重要であり、引き続き、振興策を推進します。 

 

〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆地域活動やイベントに、可能な限り、参加しましょう。 

◆災害時に速やかに安否確認、声かけができるように日頃から

隣近所で交流を深めましょう。 

◆地域活動やイベントを続けていくために、お互いに協力でき

ることを考えていきましょう。 

◆災害時に、地域の要支援者が安全に避難できるよう、協力体

制づくりを進めましょう。 

社会福祉協議会 
◆身近な地区での集まりを支援し、小地域福祉活動の活性化を

図っていきます。 

町 

◆防災、健康づくり、環境、産業振興など、様々な観点から、

コミュニティ活動の振興を図ります。 

◆防災訓練などを通じて、地域防災体制の充実に努めます。 

◆集いの場として、集会場や公民館を活用していきます。 
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重点目標３ みんなで見守るまちづくり ～見守る～ 

 

あいさつ・声かけ運動や、見守り活動を通じて、悩みごと、困りごとを抱えても、

孤立することなく、必要な相談支援、伴走型支援を受けることにより、生活課題の改

善・解消につながる、助け合いのまちづくりを進めます。 
 

 

（５）包括的な相談支援の推進 

〔現状と課題〕 

「地域共生社会」をめざすにあたり、高齢者介護、障害福祉、児童福祉といった分野

による「縦割り」を解消し、「属性を問わない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向

けた支援」を一体的に実施し、重層的な支援体制を構築していくことが求められていま

す。 

今後、一層の高齢化や人口減少が進むと予測されるとともに、新型コロナウイルス感

染症の影響により社会参加機会が減少する中で、こうした機能を維持・強化し、地域生

活課題を抱える住民が適切に相談し、必要な支援・サービスが受けられるようにしてい

くことが求められます。 

アンケートによると、住民の「困りごとや不安」（生活課題）の相談相手として、「家

族・親族」が８１％で最も割合が高く、「友人・知人」が３６％で続いており、町や社

会福祉協議会など公的機関の割合が低いことから、相談窓口の一層の周知を図ってい

く必要があります。 
 

〔取組方向〕 

地域生活課題の解決は、悩みや課題を抱えた人が誰かに相談することから始めるた

め、相談場所の周知を行い、誰もが悩みや困りごとを気軽に相談できる体制づくりを進

めます。 

「相談支援」については、高齢者介護の「地域包括支援センター」、障害福祉の「相

談支援事業所」、子ども・子育て支援の「子育て世代包括支援センター」などを町で設

置していますが、福祉保健所など専門機関や民間の居宅介護支援事業所なども含め、多

機関・多職種が協働で包括的な相談支援を展開していきます。 

特に、町が事務局を担っている東洋町民生委員・児童委員は、担当地区の住民の困り

ごとを発見し、専門相談につなぐ連絡調整役として重要であり、研修会等による知識・

技術の習得を支援するとともに、関係機関との密な連携ネットワークの構築を促進し

ます。 

また、社会福祉協議会は、現在の取組を継続実施していきます。 
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〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆困ったことがあったら、民生委員・児童委員や公的機関に早

期に相談しましょう。 

◆地域でのお互いの声かけ・見守りのなかで困りごとを把握

し、必要時に民生委員・児童委員などが、公的機関につない

でいきましょう。 

社会福祉協議会 

◆住民に身近な相談窓口として、窓口や「あったかふれあいセ

ンター」への通所の機会などに、随時、相談を受け、きめ細

やかな相談対応を行っていきます。 

◆自ら出向くことができない相談者に、訪問による相談を行

い、必要な支援につないでいきます。 

◆生活困窮に関するセーフティネットとして、生活福祉資金貸

付等を含む権利擁護支援を進めます。 

◆社会福祉士など専門職の配置を推進します。 

町 

◆東洋町役場、地域包括支援センター、東洋町相談支援事業所、

東洋町子育て世代包括支援センター、東洋町社会福祉協議

会、民生委員・児童委員などの身近な相談窓口の周知を行い

ます。 

◆高齢、障害など、分野ごとの相談に加え、多職種協働の分野

横断的な相談の体制づくりを進めます。 

 

重層的支援のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東洋町 東洋町社協 

地域包括支援センター 

生活支援コーディネーター 

地域住民 （各種団体や専門機関との重層的な関わり） 

地域福祉コーディネーター 

相談支援 相談支援 

参加支援 
地域づくりに向けた支援 

障害者相談支援 子育て世代包括支援センター 

防災など関係課との連携 

あったかふれあいセンター 

生活困窮者自立支援、権利擁護支援 

民生委員・児童委員 

百歳体操など、通いの場 
県福祉保健所・県社会福祉協議会 

金融機関・新聞販売所 

老人クラブ・婦人会 ボランティア 

アウトリーチ 
アウトリーチ 

地域ケア会議など多職種連携 

なないろ広場・フレンズ 

小地域単位での活動 

ヘルパー・宅配サービス等 

祭・イベント、学習会など 

積極的な参加 地域づくりへの協力 

事業実施・ 
連携・つなぎ 
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（６）福祉サービスによる支援の推進 

〔現状と課題〕 

ひとり暮らしの高齢者、障害者など、地域には、介護福祉サービスのほか、日常生活

上のちょっとした助けを必要とする人がいます。 

近年は、全国的に福祉人材不足が顕在化しており、本町においても、少子高齢化・過

疎化の進行により、ボランティア・お世話役の高齢化、担い手不足が課題の一つとして

挙がっています。地域創生の観点からも人材確保に取り組み、サービスの安定提供を図

っていくことが求められます。 

誰もが分け隔てなく、その人のニーズに応じた支援が受けられ、住み慣れた地域で生

活が継続できるよう、地域の支え合いの取り組みを進めるとともに、必要な公的サービ

スを提供するしくみとボランティアなどのインフォーマルサービス（法制度に依らな

い自発的・互助的に実施される支援・サービス）を適切に組み合わせ、誰もが健やかで

安心できる地域生活を支援していくことが必要です。 
 

〔取組方向〕 

様々な事業や福祉サービスに関する情報が、必要な人に届き、適切な利用につながる

ように、庁内・関係機関での福祉関連情報の共有と充実を図り、情報提供体制を整備し

ていきます。 

住民が必要なサービスを適切に受けられるよう、財源の確保や人材育成に努めます。

サービス給付費が増大を続ける中、地域住民が協力して支援が必要な人を支える住民

参加型福祉サービスは、持続可能な福祉の展開に不可欠であり、生活支援体制整備事業

などにより、そうしたサービス事業の創設・展開にむけた協議を促進していきます。 

 

〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆日頃から健康に留意し、困りごとは、早期に相談しましょう。 

◆地域で介護予防や生きがいづくり等の見守りと理解を深め

ていきましょう。 

社会福祉協議会 

◆ホームヘルプサービス事業や配食サービスなどの安定的な

提供に努めます。 

◆地域ケア会議や、障害福祉の自立支援協議会、さらには「生

活支援体制整備事業」による地域住民同士で話し合う場であ

る協議体「令和支え愛会議」の構成メンバーとして、地域の

社会資源の活用に努めます。 

町 

◆地域の保健医療・福祉・介護のわかりやすい情報を発信しま

す。 

◆福祉サービスの必要な人が、自立に向けた適切なサービスを

受けられるよう、インフォーマルサービスを含めたマッチン

グを進めます。 

◆介護保険制度や障害者総合支援制度の安定な運営を図るた

め、住民参加型福祉サービスを展開していきます。 

◆福祉人材の育成と確保に努めます。 
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（７）権利擁護の推進 

〔現状と課題〕 

アンケートの結果では、性別や年代で関わらず、「成年後見制度」「日常生活自立支援

事業」（１５ページ参照）とそれぞれの相談窓口の認知度は、いずれも低い状況です。 

虐待や配偶者等暴力を未然に防いだり、早期に発見したりするためには、一番身近な

存在となる地域住民の日頃の見守り活動や迅速な情報提供が重要です。高齢者、障害者、

子ども等への虐待や配偶者等への暴力などを早期に発見し、関係者・関係機関が連携し

ながら、適切な相談支援を行い、解決にあたる擁護体制を強化していくことが求められ

ます。 

また、判断能力が不十分な状態であっても、地域で自立して暮らしていけるよう、民

法上の「成年後見制度」や、利用者との契約により福祉サービスの利用に関する支援や

金銭管理サービス等を行う「日常生活自立支援事業」（高知県社会福祉協議会委託事業）

等の利用促進を図っていくことが求められます。 
 

〔取組方向〕 

民生委員・児童委員や保育園、学校、福祉サービス提供事業所など、関係機関による

ネットワークを強化し、虐待や暴力等の未然防止と、早期発見、早期対応に努めます。 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者など、判断能力が不十分な方の金銭管理や福

祉サービス等の利用支援に対して、成年後見人制度をはじめ、様々な支援制度の活用を

促進していきます。 

 

〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆困りごとは、一人で抱え込まず、早期に相談しましょう。 

◆成年後見制度や日常生活自立支援事業等の公的支援につい

ての情報を把握しましょう。 

◆地域でのあいさつ、声かけ、見守りを通じて、虐待や暴力等

の早期発見につなげましょう。 

◆成年後見制度や日常生活自立支援事業等の公的支援につい

て、地域で学習を進めましょう。 

社会福祉協議会 

◆「あったかふれあいセンター事業」の「相談」や「訪問」な

どの機能を通じて、地域における見守り体制の構築に努めま

す。 

◆日常生活自立支援事業を通じて、福祉サービスの利用援助を

進めます。 

町 

◆虐待や暴力等に対する関係機関のネットワークづくりを進

めます。 

◆成年後見人制度をはじめとする権利擁護制度の周知に努め、

利用を促進していきます。 
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本町における成年後見制度の利用促進方策 

（東洋町成年後見制度利用促進計画） 

施策項目 内容 

１ 権利擁護支援の地

域連携ネットワーク

の体制整備の方針 

本町における「権利擁護支援の地域連携ネットワーク」と

して、民生委員・児童委員等の協力による「あったかふれあ

いセンター事業」等による見守りや、介護保険の「地域支援

事業」、障害福祉の「相談支援事業」や「自立支援協議会」、

子ども・子育て支援の「子育て世代包括支援センター事業」

や「要保護児童対策地域協議会」などを通じて、権利擁護支

援の必要な人の発見・支援に努め、必要に応じて専門支援機

関につなげます。 

住民課、社会福祉協議会を中心に、庁内・庁外の関係機関

が連携し、早期の段階からの相談・対応に努め、財産管理の

みならず、意思決定支援・身上監護を重視した成年後見制度

の運用を図ります。 

２ 地域連携ネットワ

ークの中核機関の整

備・運営方針 

 

本町の住民が利用できる成年後見に関する専門支援機関と

しては、「高知県社会福祉協議会権利擁護センター」や、司法

書士会による「公益社団法人成年後見センター リーガルサポ

ート 高知支部および徳島支部」、社会福祉士会による「権利

擁護センターぱあとなあ高知」のほか、高知弁護士会、高知

県行政書士会などがあります。 

これらの団体と連携しながら、権利擁護に関する相談支援

を行っているところですが、４つの機能（広報機能、相談機

能、成年後見制度利用促進機能、後見人支援機能）を有する

常設の地域連携ネットワーク中核機関の設置が求められると

ころであり、設置を協議・検討していきます。 

３ 「チーム」「協議会」

の具体化の方針 

 

成年後見制度は、「利用者がメリットを実感できる制度・運

用の改善」のために、本人を見守る「チーム」、地域の専門職

団体の協力体制（「協議会」）といった体制の確立を進め、各

関係機関で必要な情報（事例や制度等）を共有し、本人に適

切な支援が行えるような協議を進めていきます。 

４ 成年後見制度の利

用に関する助成制度

の在り方 

成年後見制度の利用に関する助成については、低所得者へ

の支援として、町長申立制度を運用するほか、成年後見人等

に係る報酬、助成制度があります。 

これらの制度により、利用促進を図るほか、必要に応じて、

新たな助成の制度化を検討していきます。 
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（８）再犯防止の推進 

〔現状と課題〕 

アンケートの結果では、性別や年代で関わらず、「社会を明るくする運動」「再犯防止

啓発月間（７月）」（１５ページ参照）の認知度は高いとは言えない状況です。 

矯正施設等を出所し、社会に復帰しようとしたものの、社会経験の不足や障害、貧困、

周囲の理解不足等の理由により、住居や就労先を確保できなかったり、社会に受け入れ

られずに息苦しさを感じて、再び犯罪に至るケースが少なくありません。 

再犯防止対策は、新たな被害者を生まない、安全で安心して暮らせる社会を実現する

ための取り組みであり、東洋町においても、保護司会による「更生保護サポートセンタ

ーげいとう」（室戸市役所内）や「高知県社会福祉協議会 地域生活定着支援センター」

など、関係機関と連携しながら、円滑な社会復帰を促進していくことが求められます。 
 

〔取組方向〕（東洋町再犯防止計画） 

東洋町では、安全で安心して暮らせる社会を実現するため、再犯防止推進法第８条第

１項に基づき、この項目を「東洋町再犯防止推進計画」として位置付け、次のとおり再

犯防止の施策の推進に取り組みます。 

「社会を明るくする運動」「再犯防止啓発月間（７月）」などを通じ、再犯防止の啓発

に努めるとともに、芸東保護区保護司会や芸東地区更生保護女性会、ハローワーク、刑

事司法関係機関（高知保護観察所・法務少年支援センターこうち・コレワーク四国等）

などの各種団体、関係機関等と連携し、住居就業など、支援が必要な出所者等を見守る

構成員として、一人一人に応じた伴走型支援を進めていきます。 
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「地域生活定着支援センター」における支援の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高知県社会福祉協議会 地域生活定着支援センターのホームページ 

 

 

〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆「社会を明るくする運動」等や更生保護ボランティア活動等

について、学び、再犯防止への理解を深めましょう。 

◆「社会を明るくする運動」等に参加し、再犯防止への協力を

進めましょう。 

社会福祉協議会 

◆町や地域生活定着支援センターなど関係機関と連携し、再犯

防止の啓発活動や出所者を見守る取り組みに協力していき

ます。 

町 
◆犯罪や非行の防止と立ち直りを支える地域づくりにむけ、関

係機関のネットワークづくりを進めます。 
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重点目標４ 活動が広がるまちづくり ～支え合う～ 

 

ボランティア活動を行いたい住民が、積極的に活動に参加し、無理なく活動を続け、

次代のボランティアを育て、活動を広げていけるよう、福祉活動にチャレンジできる

しくみが機能するまちづくりを進めます。 
 
 

（９）住民活動・ボランティア活動の活性化 

〔現状と課題〕 

住民活動・ボランティア活動は、自身が暮らす社会で起こっている生活課題に対して、

自身の力で自発的・主体的に解決していこうとする行動です。 

活動を通じて、地域の生活課題の改善・解決そのものが期待されますが、効果はそれ

にとどまらず、社会貢献意識を感じることで、活動する者自身の心身の健康や心の充足

にも寄与します。 

こうした住民活動・ボランティア活動として、本町には、自治会での清掃活動や自主

防災活動、老人クラブの奉仕活動など、地区単位で全員参加型で行われているもののほ

か、社会福祉協議会のボランティア連絡会に参画する福祉ボランティアをはじめ、環境、

食などの活動団体があります。 

アンケート結果によると、「町に住み続けるために必要な場や資源」として「ボラン

ティアの場」は１３項目中１２番目と住民の優先度が低く、「町の福祉施策や関連施策

として必要な取り組み」においても、「ボランティア・地域活動による生きがいづくり」

は８項目中６番目と、同じく住民の優先度は高くありません。しかし、両方とも、１～

２割の住民が、それらが重要であると回答しています。 

また、別の設問では、「住民相互の助け合いが必要と思う割合」は８３％と非常に高

く、「地域に困っている世帯がある場合は手助けできる」と回答した割合も６８％と高

くなっています。さらに、「今はできないけど将来的にできる」と回答した割合も１８％

あります。 

新型コロナウイルス感染症の影響もあいまって、ボランティアセンターや協議体の

休止により、住民の力の活用が十分にできていないことから、高いボランティア意識が

活動に結びつくことを支援していくことが重要です。 
 

〔取組方向〕 

住民活動・ボランティア活動は、住み良いまちづくりになくてはならないものです。

活動の担い手の掘り起こしを行い、持続的な活動が可能となるよう、活動場所の提供や、

活動資金の助成、広報・情報発信の支援など、必要な側面支援に努めます。 

活動の担い手として、子どもから高齢者まで多くの住民が参加し、活躍できるよう、

継続的に支援していきます。 
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〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆住民活動・ボランティア活動に参加し、無理のない範囲で自

分にできることを少しずつ進めましょう。 

◆地域で話し合い、心身の状況や就業の状況などに応じて、お

互いの役割分担を見直し、活動が続けられる環境づくりに取

り組みましょう。 

社会福祉協議会 

◆ボランティアセンターの構築を図ります。 

・住民がボランティアを始めるきっかけとなる取り組みを作

ります。 

・既存のボランティア団体と参加希望者を結びつけるコーデ

ィネート業務を進めます。 

・ボランティアの活動資金となる共同募金業務などを進めま

す。 

町 

◆活動場所の提供や、活動資金の助成、広報・情報発信などを

通じて、住民活動・ボランティア活動の活性化を進めます。 

◆協議体を再開し、社会福祉協議会と協働で、ボランティアの

体制づくりを進めます。 

◆多様な世代の一人ひとりが活躍できる場を作ります。 
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（10）新たな福祉事業の育成・支援 

〔現状と課題〕 

アンケート結果によると、「町に住み続けるために必要な場や資源」は、「仕事の場」

が４６％と１３項目中第１位の優先度となっており、「町内巡回バス等の移動手段」「移

動スーパー」「健康づくり・趣味・交流の場」「ちょっとしたお手伝いを頼める人や場」

「毎日利用できる配食サービス」と続いています。 

平成２７年度から介護保険制度に組み込まれた「生活支援体制整備事業」を本町にお

いても進めているところであり、平成２９年度に住民勉強会を開催し、協議体「令和支

え愛会議」を立ち上げ、地域の資源や活動、伝統等を出し合い、「地域の宝物の共有」

を行ってきました。地域情報や自然な支え合い活動など地域ごとに地図にまとめ、見え

る化・情報発信に努めてきたところです。 

こうした住民に対する広報活動・普及啓発活動を繰り返し行い、「我がこと」として

把握・共有し、住民理解を深めるとともに、地域生活課題に住民同士で対応するために、

既存の活動の充実・見直し、新たな福祉事業の育成・支援が重要と考えられます。 

直近では、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年から、協議体活動が休

止している状況であり、事業の再開・再構築を図っていく必要があります。 

 

〔取組方向〕 

地域の資源を、「地域の宝物」として整理・再評価するために、「ＮＰＯ法人全国コミ

ュニティライフサポートセンター（ＣＬＣ）」の「地域づくりの木」（３７ページ参照）

を参考に、「東洋町版地域づくりの木」を作成しました。お互いさまの視点を持ち、地

域から排除しない、孤独にならないよう、共に考え、時間をかけて地域の土壌づくりを

行っていきます。 

保険給付頼りではなく、住民、行政、福祉関係者が同じ課題意識で取り組む必要があ

ります。住民や関係者とともに協議体「令和支え愛会議」を開催し、現状と課題を共有

し、支え合いの仕組みづくり、担い手づくり等に向けてできることから取り組んでいき

ます。 
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〔参考〕地域づくりの木 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成：ＮＰＯ法人全国コミュニティライフサポートセンター（ＣＬＣ） 
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〔地域住民・社会福祉協議会・町の役割分担〕 

地域住民 

◆身近な人の声かけ・見守りを行い、地域の困りごとに対して、

自分がどんな貢献ができるか考え、まずはやってみましょ

う。 

◆住民一人ひとりがセルフケア（自分で行うケア）をしていき

ましょう。 

◆地域生活課題を地域で話し合い、解決方策を検討し、助け合

っていきましょう。 

社会福祉協議会 

◆「あったかふれあいセンター」を通じて、生活課題の改善を

図っていきます。 

◆町が実施する「生活支援体制整備事業」等を通じて、住民参

加型の新たな福祉事業の実現にむけた取り組みとして、重要

課題になっている担い手不足の解消をめざします。 

町 

◆「生活支援体制整備事業」等を通じて、住民参加型の新たな

福祉事業の実現にむけた取り組みを進め、住民主体でお互い

に支え合う仕組みづくりを充実させます。 

◆地域ケア推進会議を開催し、地域課題に即した政策形成を行

っていきます。 

◆ニーズに応じた新たなサービスづくりを推進します。 

◆既存のサービスでは対応できないニーズについて、サービス

内容の見直しや、住民による支援など新たなサービスの開発

に取り組みます。 

◆誰もが利用しやすい過疎地有償運送や町内巡回バス等の仕

組みづくりに取り組みます。 

◆高齢者住宅うららや町内施設の活用に取り組みます。 

◆一人ひとりのめざす生活の実現に向け、セルフマネジメント

（自己管理）を支援していきます。 
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国による「生活支援体制整備事業」のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この図は、平成２７年度に介護保険制度に「生活支援体制整備事業」が創設される際、

国が市町村においてめざすべきイメージとして示したものです。 

地域には、介護サービスだけでは解消できない、食事、外出、孤立などの様々な課題が

あります。それらの課題を、ボランティアなど多様な事業主体が、生活支援サービスとし

て互助的に提供していく体制を構築して改善・解決していくことをめざします。 

 

 

資料：「地域づくりにおける協議体・生活支援コーディネーターの役割～総合事業推進に向けて～」（平成２７年度老人保健健康増進

等事業）厚生労働省作成 

多様な主体による生活支援サービスの重層的な提供 

○高齢者の在宅生活を支えるため、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人、協同組合等の多様な事業

主体による重層的な生活支援サービスの提供体制の構築を支援 

 ・介護支援ボランティアポイント等を組み込んだ地域の自助・互助の好取り組みを全国展開 

 ・「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置や協議体の設置などに対する支援 

生活支援サービスの提供イメージ 

介護者支援 

家事援助 

交流サロン 

声かけ 

外出支援 食材配達 

配食＋見守り 

コミュニティカフェ 

安否確認 

権利擁護 

移動販売 

自
治
会
単
位
の
圏
域 

小
学
校
区
単
位
の
圏
域 

市
町
村
単
位
の
圏
域 

事

業 

主

体 

民間 
企業 

ＮＰＯ 協同 
組合 

バックアップ 

市町村を核とした支援体制の充実・強化（コーディネーターの配置、協議体の設置
等を通じた住民ニーズとサービス資源のマッチング、情報集約等） 

民間とも協働して支援体制を構築 
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38% 60%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男 女 無回答

1% 4% 7% 8% 15% 19% 24% 18% 3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90歳以上

参考資料 
 
 

１ 地域福祉に関するアンケートの集計結果 
 

本調査は、令和４年９～１０月に実施しました。配布・回収方法、回収数などは以下の通りで

す。 

 

対象 18歳以上の住民 

調査方法 郵送による配布・回収 

配布数 1,000票 

回収数 508票 

回収率 50.8％ 

 

集計結果は、以下の通りです。 

 

第１章 属性 
 

問１ あなたの性別をお答えください。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者の性別は、男性が３８％、女性が６０％、性別無回答が１％でした。 

 

問２ あなたの年齢をお答えください。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者の年齢は、７０代が２４％など、表の通りです。  
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33%

66%

67%

7%

19%

16%

22%

10%

27%

11%

43%

5%

16%

56%

62%

8%

7%

7%

9%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

会社員等 自営業等 家事・無職 その他

43%

41%

42%

48%

44%

17%

23%

24%

5%

10%

40%

36%

35%

48%

47%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

１．町内 ２．町外 無回答

問 3 あなたの現在のご職業は、次のどれにあてはまりますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職業は、回答者全体では、「家事・無職」が４３％、「会社員等」が３３％、「自営業等」

が１６％、「その他」が８％となっています。 

５０代以下の層をみると、男性では「会社員等」が６６％、「自営業等」が２２％、女

性では「会社員等」が６７％、「自営業等」が１０％となっており、女性の就業率は８割

近くにのぼります。 

一方、６０代以上の層においても、「会社員等」と「自営業等」をあわせた就業割合は、

男女とも３割以上にのぼります。 

 

 

 問 3-1 問 3 で「１．学生」～「６．パート・アルバイト・派遣」のいずれかを選んだ方におうかがいしま

す。勤務先（または通学先）はどちらですか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

就業者・就学者の勤務先・通学先は、無回答が多いものの、回答があった中では、「町

内」が５０代以下では約３分の２、６０代以上では８～９割となっています。 
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20%

10%

14%

17%

39%

38%

11%

23%

56%

34%

35%

76%

60%

20%

16%

6%

3%

3%

7%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

10～30代

40～50代

60～70代

80歳以上

単身 夫婦のみ 二世代・三世代 その他（無回答を含む）

3%

21%

3%

3%

1%

2%

7%

0%

2%

1%

5%

4%

23%

1%

1%

9%

32%

18%

4%

8%

81%

36%

57%

89%

87%

1%

0%

0%

0%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

10～20代

30～40代

50～60代

70歳以上

2年未満 5年未満 10年未満 20年未満 20年以上 無回答

問 4 あなたの世帯状況は、次のどれにあてはまりますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

世帯員の構成は、回答者全体では、「単身」が２０％、「夫婦のみ」が３８％、「二世代・

三世代」が３５％となっています。 

年齢層別にみると、６０歳以上の層では、「単身」と「夫婦のみ」があわせて７割強に

のぼります。 

 

問 5 あなたは東洋町に住んでどのくらいになりますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

町での居住年数は、回答者全体では、「２０年以上」が８割を超えていますが、１０～

２０代で「２年未満」が２１％、３０～４０代で「１０年未満」が２３％など、若い層で

は移住者も一定数みられる状況です。 
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32%

18%

28%

40%

30%

31%

43%

50%

28%

25%

36%

32%

20%

32%

45%

1%

7%

4%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

10～20代

30～40代

50～60代

70歳以上

甲浦北部 白浜・河内・生見 野根 不明・無回答

36%

24%

35%

34%

49%

9%

2%

9%

10%

12%

26%

19%

28%

32%

15%

22%

39%

23%

19%

15%

5%

15%

5%

2%

6%

2%

2%

0%

1%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

10～30代

40～50代

60～70代

80歳以上

１．困ったとき

に助け合う

親しい人

がいる

２．お互いに

訪問し合う

人がいる

３．立ち話を

する程度の

人がいる

４．会えば

あいさつを

する程度の

人がいる

５．ほとんど

近所との

つきあい

はない

無回答

問 6 あなたの現在のお住まいの地区はどこですか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

居住地区は、回答者全体では、「１．甲浦東・中町地区」「２．甲浦西・小池・原地区」

をあわせた「甲浦北部」が３２％、「３．白浜・河内地区」「４．生見地区」をあわせた「白

浜・河内・生見」が３１％、「５．池相間・東町・浦地区」「６．中村・中島・押野・別役・

内田地区」「７．つづら・名留川・大斗・川口・真砂瀬地区」をあわせた「野根」が３６％

などとなっています。 

 

問 7 あなたのご近所との関係は、次のどれに最も近いですか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ご近所との関係」については、回答者全体では、「１．困ったときに助け合う親しい

人がいる」が３６％、「２．お互いに訪問し合う人がいる」が９％、「３．立ち話をする程

度の人がいる」が２６％、「４．会えばあいさつをする程度の人がいる」が２２％、「５．

ほとんど近所とのつきあいはない」が５％となっています。 

年齢層別にみると、「１．困ったときに助け合う親しい人がいる」は４０～７０代で３

５％前後であるのに対し、８０歳以上では約５割と割合が高くなっています。一方、１

０～３０代では、「５．ほとんど近所とのつきあいはない」が約４割にのぼります。  
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83%

79%

78%

86%

83%

2%

7%

3%

1%

2%

11%

14%

16%

10%

10%

1%

0%

1%

1%

1%

3%

0%

1%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

10～20代

30～40代

50～60代

70歳以上

１．必要だと思う ２．必要だと思わない ３．わからない ４．その他 無回答

68%

81%

74%

65%

63%

30%

19%

26%

31%

36%

2%

0%

0%

4%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

１．できる（今現在していることを含む） ２．できない 無回答

第２章 居住地域に関する意識 
 
問 8 あなたは地域において、住民相互の助け合いは必要だと思いますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「地域における住民相互の助け合いの必要性」については、回答者全体では「１．必要

だと思う」が８割強を占め、「２．必要だと思わない」は２％とわずかです。 

年齢層別にみても、どの年齢層でも、「１．必要だと思う」が圧倒的に多くなっていま

す。 

 

問 9 あなたは地域に困っている世帯がある場合、手助けできることはありますか。 

 （１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「地域の困っている世帯に対する手助け」が「できる」は、回答者全体では６８％、

「できない」は３０％となっています。 

この設問を、５０代と６０代を境に男女別でクロス集計を行ったところ、５０代以下、

６０代以上ともに、女性の方が男性よりも「できない」と回答している割合が高い傾向

がみられました。 
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48%

41%

19%

19%

18%

16%

4%

9%

13%

5%

4%

9%

9%

4%

25%

10%

1%

44%

39%

21%

13%

29%

18%

2%

12%

5%

4%

5%

8%

10%

2%

32%

9%

1%

50%

42%

17%

23%

12%

15%

5%

7%

18%

5%

3%

10%

9%

4%

21%

12%

2%

0% 20% 40% 60%

１．安否確認の声かけ

２．話し相手

３．悩みごと、心配ごとの相談

４．日用品等のちょっとした買い物

５．電球交換等のちょっとした作業

６．ごみ出し

７．家の中の掃除や洗濯

８．庭の手入れ

９．食事の確保（おかずのおすそわけ）

10．短時間の子どもの預かり

11．子どもの送迎

12．買い物の付き添い（送迎）

13．通院の付き添い（送迎）

14．病気の時の看病、入院の準備

15．災害時・緊急時の手助け

16．郵便物等内容の確認

17．その他

総計

男性

女性

18%

36%

37%

8%

12%

73%

57%

56%

78%

79%

10%

7%

7%

14%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

１．できる ２．できない 無回答

問９-1 問９で「１．できる」を選んだ方におうかがいします。手助けできる内容にあてはまるものを

お答えください。（あてはまるものにすべてに○） 

 

 

 

「できる手助けの内容」

は、「１．安否確認の声か

け」が最も多く、「２．話

し相手」、「１５．災害時・

緊急時の手助け」と続い

ています。 

男性では、「５．電球交

換等のちょっとした作業」

や「１５．災害時・緊急時

の手助け」の割合が女性

より高い傾向がみられ、

女性では、「４．日用品等

のちょっとした買い物」

や「９．食事の確保（おか

ずのおすそわけ）」の割合

が男性より高い傾向がみ

られます。 

 

 

 

問９-2 問９で「2．できない」を選んだ方におうかがいします。将来的に手助けできますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

「地域の困っている世帯に対する手助け」の「できない」回答者のうち、「将来的には

できる」という回答は１８％（２７人）で、５０代以下に限ると、男女とも、４割弱の回

答者は「将来的にはできる」と回答しています。  
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15 

8 

1 

4 

6 

7 

2 

2 

0 

0 

0 

2 

2 

0 

8 

4 

1 

0 5 10 15 20

１．安否確認の声かけ

２．話し相手

３．悩みごと、心配ごとの相談

４．日用品等のちょっとした買い物

５．電球交換等のちょっとした作業

６．ごみ出し

７．家の中の掃除や洗濯

８．庭の手入れ

９．食事の確保（おかずのおすそわけ）

10．短時間の子どもの預かり

11．子どもの送迎

12．買い物の付き添い（送迎）

13．通院の付き添い（送迎）

14．病気の時の看病、入院の準備

15．災害時・緊急時の手助け

16．郵便物等内容の確認

17．その他

人

54%

35%

42%

57%

70%

35%

60%

46%

35%

12%

11%

5%

12%

9%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

10～30代

40～50代

60～70代

80歳以上

１．ある ２．ない 無回答

問９-３ 問９-2で「１．できる」を選んだ方におうかがいします。 

    将来手助けできる内容にあてはまるものをお答えください。 

（あてはまるものにすべてに○） 

 

「将来的にはできる」

と回答した２７人の「で

きる手助けの内容」は、

「１．安否確認の声かけ」

が１５人など、表の通り

となっています。 

本アンケート調査の回

答者５０８人は対象人口

の約４分の１であること

から、「１．安否確認の声

かけ」では、およそ６０人

程度の潜在意向者が町内

にいると予測を立てるこ

とが可能であり、そうし

た潜在意向者が実際に活

動を実践できるよう、側

面支援していくことが期

待されます。 

 

 

問９-4 あなたは現在もしくは将来的に手助けしてほしいことはありますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「自分自身が手助けしてほしいことの有無」については、「ある」が５４％、「ない」が

３５％となっており、年齢層が高いほど、「ある」の割合が高い傾向がみられ、８０歳以

上の層では「ある」は７割となっています。  
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54%

34%

22%

26%

22%

15%

12%

16%

13%

1%

1%

16%

22%

13%

44%

6%

4%

0% 20% 40% 60%

１．安否確認の声かけ

２．話し相手

３．悩みごと、心配ごとの相談

４．日用品等のちょっとした買い物

５．電球交換等のちょっとした作業

６．ごみ出し

７．家の中の掃除や洗濯

８．庭の手入れ

９．食事の確保（おかずのおすそわけ）

10．短時間の子どもの預かり

11．子どもの送迎

12．買い物の付き添い（送迎）

13．通院の付き添い（送迎）

14．病気の時の看病、入院の準備

15．災害時・緊急時の手助け

16．郵便物等内容の確認

17．その他

「自分自身が手助けしてほしいことの内容」は、「１．安否確認の声かけ」が最も多く、

「１５．災害時・緊急時の手助け」、「２．話し相手」と続いており、「自分が手助けでき

る内容」とおおむね同じような傾向となっています。 

問９-5 問９-4 で「１．ある」を選んだ方におうかがいします。手助けしてほしい内容にあてはまるも

のをお答えください。（あてはまるものにすべてに○） 
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4%

3%

35%

5%

11%

5%

7%

7%

3%

1%

1%

41%

0% 20% 40% 60%

１．子ども（おおよそ小学生まで）

２．ひとり親家庭

３．高齢者のみの世帯

４．介護を必要とする人・寝たきりの人

５．認知症の人

６．病気療養中の人

７．障害者

８．ひきこもりの人

９．生活に困窮している人

10．ヤングケアラー

11．その他

12．いない・わからない

問１０ あなたの地域で次のような、見守りを必要とする人や気にかかる人がいますか。 

    （あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域内の見守りを必要とする人や気にかかる人」（要配慮者）については、回答者全

体では、「１２．いない・わからない」を除くと、「３．高齢者のみの世帯」が３５％で最

も多く、次いで「５．認知症の人」が１１％、「８．ひきこもりの人」と「７．障害者」

がそれぞれ７％などとなっています。 
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12%

10%

11%

16%

8%

14%

19%

7%

47%

50%

48%

43%

38%

43%

56%

53%

8%

7%

7%

8%

31%

7%

13%

0%

3%

5%

4%

6%

0%

2%

0%

0%

29%

29%

30%

27%

23%

33%

13%

40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

１．甲浦東・中町地区

２．甲浦西・小池・原地区

３．白浜・河内地区

４．生見地区

５．池相間・東町・浦地区

６．中村・中島・押野・別役・内田地区

７．つづら・名留川・大斗・川口・真砂瀬地区

１．日頃から

相談にのったり、

手助けをしたり

している

２．出会ったときに

声をかけたり、

あいさつをしたり

している

３．名前や住まいを

知っている程度

４．顔を知って

いる程度

無回答

69%

60%

74%

70%

66%

19%

26%

18%

20%

16%

10%

15%

6%

8%

15%

2%

0%

2%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

10～30代

40～50代

60～70代

80歳以上

１．知っている ２．聞いたことはあるが、活動までは知らない ３．知らない 無回答

問１０-1 問１０で「１．子ども（おおよそ小学生まで）」～「11．その他」のいずれかを選んだ方におうか

がいします。問 10 で選んだ見守りを必要とする人や気にかかる人と、日頃生活をするう

えで、どの程度かかわりがありますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

要配慮者とのかかわりは、どの地区も、「２．出会ったときに声をかけたり、あいさつ

をしたりしている」が多く、「１．日頃から相談にのったり、手助けをしたりしている」

は１割程度です。 

 

第３章 地域福祉関係団体等に関する意識 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

東洋町社会福祉協議会の認知度は、「１．知っている」が約７割で、「２．聞いたことは

あるが、活動までは知らない」が約２割、「３．知らない」が約１割となっています。１

０～３０代で、「１．知っている」が約６割と回答者全体より１割程度低いものの、おお

むね、どの年齢層においても、東洋町社会福祉協議会の認知度は高い状況です。 
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87%

69%

45%

67%

28%

32%

31%

16%

23%

18%

59%

35%

25%

59%

29%

28%

60%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．あったかふれあいセンター事業

２．配食サービス事業

３．なないろ広場

４．ホームヘルプサービス事業

５．生活福祉資金の貸付事業

６．宅配サービス事業

７．日常生活自立支援事業

８．生活困窮者自立相談支援事業の推進

９．福祉教育の推進

10．小地域活動の推進

11．老人福祉活動の推進

12．障害児（者）福祉の推進

13．ボランティア活動の推進

14．募金運動の推進

15．講演会やイベントの開催

16．介護予防の推進

17．広報啓発活動

問１１-1 問１１で「１．知っている」を選んだ方におうかがいします。東洋町社会福祉協議会の活動に

ついて知っているものは何ですか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東洋町社会福祉協議会の１７の活動の認知度をたずねたところ、回答者全体では、「１．

あったかふれあいセンター事業（福祉センターでの集い・生活支援・食事・入浴・訪問・

相談等）」が８７％など、表の通りとなりました。「８．生活困窮者自立相談支援事業の推

進（食糧支援等）」が１６％で最も認知度が低い状況です。 
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72%

42%

43%

42%

23%

31%

29%

37%

26%

18%

16%

16%

10%

1%

0% 20% 40% 60% 80%

１．高齢者の介護や見守り等に関すること

２．子どもの育成支援に関すること

３．障害（児）者の支援に関すること

４．地域福祉活動や住民間の

支え合いの支援に関すること

５．ボランティアの育成に関すること

６．あったかふれあいセンター

事業の充実に関すること

７．あらゆる相談に応じること

８．福祉に関する情報の発信に関すること

９．低所得者の支援に関すること

10．権利擁護に関すること

11．福祉教育に関すること

12．生活福祉資金の貸付に関すること

13．わからない

14．その他

問１２ 東洋町社会福祉協議会の活動で重要だと思う取り組みは何ですか。 

    （あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東洋町社会福祉協議会の１２の活動のうち、重要だと思う取り組みについてたずねた

ところ、回答者全体では、「１．高齢者の介護や見守り等に関すること」が７２％で最も

割合が高く、「３．障害（児）者の支援に関すること」、「２．子どもの育成支援に関する

こと」、「４．地域福祉活動や住民間の支え合いの支援に関すること」の３項目が、４割強

で続いています。 
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43%

38%

42%

40%

63%

45%

24%

75%

2%

3%

1%

2%

0%

3%

0%

4%

1%

3%

1%

0%

0%

2%

3%

0%

49%

51%

49%

54%

34%

47%

67%

13%

5%

5%

7%

5%

3%

3%

6%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

１．甲浦東・中町地区

２．甲浦西・小池・原地区

３．白浜・河内地区

４．生見地区

５．池相間・東町・浦地区

６．中村・中島・押野・別役・内田地区

７．つづら・名留川・大斗・川口・真砂瀬地区

１．顔も名前も

知っている

２．名前は知って

いるが、顔は

わからない

３．顔は知って

いるが、名前は

わからない

４．顔も名前

も知らない

無回答

7%

0%

3%

2%

15%

51%

52%

61%

53%

44%

5%

1%

6%

1%

7%

33%

47%

31%

39%

27%

4%

0%

0%

5%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

１．知っていて、

参加している

２．知っているが、

参加していない

３．知っていて、参加

したことがある

４．知らない 無回答

問１３ あったかふれあいセンター事業を知っていますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あったかふれあいセンター事業の参加状況については、回答者全体では、「１．知って

いて、参加している」が７％、「２．知っているが、参加していない」が５１％、「３．知

っていて、参加したことがある」が５％、「４．知らない」が３３％となっています。 

 

 

問１４ あなたの地域を担当している民生委員・児童委員を知っていますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当民生委員・児童委員の認知度は、「１．顔も名前も知っている」は回答者全体の４

３％で、「４．顔も名前も知らない」も４９％あります。 

居住地区別では、「７．つづら・名留川・大斗・川口・真砂瀬地区」と「４．生見地区」

の認知度が高い状況です。  
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25%

21%

24%

27%

25%

16%

16%

15%

20%

14%

4%

4%

7%

2%

4%

31%

38%

40%

30%

25%

20%

19%

13%

17%

26%

4%

1%

0%

5%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

１．両方とも

聞いたこと

がある

２．「社会を明るく

する運動」のみ

聞いたことがある

３．「再犯防止

啓発月間」のみ

聞いたことがある

４．両方とも

聞いたこと

がない

５．わからない 無回答

28%

29%

31%

28%

25%

19%

18%

28%

19%

16%

5%

3%

10%

3%

4%

42%

49%

31%

43%

44%

6%

1%

1%

7%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

１．両方とも

知っている

２．成年後見制度

のみ知っている

３．日常生活自立支援事業

のみ知っている

４．両方とも

知らない

無回答

   

第４章 再犯防止推進の認知度 
 
問１５ 再犯（犯罪をした人が再び犯罪をすること）防止に関する広報・啓発活動の取り組みである

「社会を明るくする運動」または「再犯防止啓発月間」を聞いたことがありますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「社会を明るくする運動」「再犯防止啓発月間（７月）」の認知度については、回答者全

体では、「１．両方とも聞いたことがある」が２５％、「２．社会を明るくする運動のみ聞

いたことがある」が１６％、「３．再犯防止啓発月間のみ聞いたことがある」が４％、「４．

両方とも聞いたことがない」が３１％、「５．わからない」が２０％などとなっています。 

 
 

第５章 成年後見制度等の認知度 
 
問１６ 成年後見制度や日常生活自立支援事業を知っていますか。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「成年後見制度」「日常生活自立支援事業」の認知度については、回答者全体では、「１．

両方とも知っている」が２８％、「２．成年後見制度のみ知っている」が１９％、「３．日

常生活自立支援事業のみ知っている」が５％、「４．両方とも知らない」が４２％などと

なっています。  
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27%

33%

62%

57%

10%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

成年後見制度の相談窓口

（住民課）

日常生活自立支援事業の相談窓口

（社会福祉協議会）

１．知っている ２．知らない 無回答

29%

28%

25%

11%

1%

22%

1%

4%

3%

1%

6%

10%

13%

6%

2%

29%

0% 10% 20% 30% 40%

１．自分や家族等の健康・障害のこと

２．老後の資金のこと

３．介護のこと

４．仕事のこと

５．妊娠・出産・育児に関すること

６．災害時の備えに関すること

７．虐待に関すること

８．頼れる人がいない（孤独・孤立等）

９．親戚や近隣住民とのトラブル

10．職場や学校での人間関係

11．生きがいに関すること

12．住宅のこと

13．経済的な問題

14．相続のこと

15．その他

16．特に困っていることや不安はない

問１６-1成年後見制度の相談窓口（住民課）を知っていますか。（１つに○） 

問１６-2日常生活自立支援事業の相談窓口（社会福祉協議会）を知っていますか。 

（１つに○） 
 

「成年後見制度の相

談窓口」が住民課であ

ることを「知っている」

人は回答者全体の２

７％、「日常生活自立支

援事業の相談窓口」が

社会福祉協議会である

ことを「知っている」人

は回答者全体の３３％

となっています。 

  

第６章 日常生活での意識や行動の現状 

 

問１７ 現在、生活について困っていることや不安なことがありますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

 

「現在の生活での困り

ごとや不安」（生活課題）は、

回答者全体では、「１６．特

に困っていることや不安

はない」を除くと、「１．自

分や家族等の健康・障害の

こと」が２９％と最も割合

が高く、次いで、「２．老後

の資金のこと」が２８％、

「３．介護のこと」が２

５％、「６．災害時の備えに

関すること」が２２％など

となっています。 

「１６．特に困っている

ことや不安はない」が２

９％、無回答が７％である

ため、約６割強の回答者が

何らかの「困りごとや不安」

（生活課題）を抱えている

と言うことができます。 
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81%

36%

6%

7%

2%

4%

4%

3%

2%

1%

7%

2%

4%

0%

0%

1%

5%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．家族・親類

２．友人・知人

３．近所の人

４．職場の上司・同僚等

５．民生委員・児童委員

６．福祉サービスの事業者

７．役場

８．社会福祉協議会

９．地区の役員等

10．警察

11．かかりつけ医師・看護師等

12．学校、保育園

13．地域包括支援センター

14．インターネット上の相談機関

15．インターネット上で知り合った人

16．その他

17．相談できる人が身近にいない、

どこに相談したらよいかわからない

18．誰にも相談しない

問１８ 日頃、生活についての相談を誰にしていますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「困りごとや不安」（生活課題）の相談相手は、回答者全体では、「１．家族・親類」が

８１％で最も多く、「２．友人・知人」が 36％で続いています。 

公的な機関等では、「１１．かかりつけ医師・看護師等」が７％あるほか、「７．役場」、

「１３．地域包括支援センター」、「６．福祉サービスの事業者（ホームヘルパー・ケアマ

ネジャー等）」がそれぞれ４％ずつとなっています。 

「１４．インターネット上の相談機関」、「１５．インターネット上で知り合った人」

は、回答がみられませんでした。 

「１７．相談できる人が身近にいない、どこに相談したらよいかわからない」という

回答も５％あることから、住民が気軽に相談できる体制づくりに一層努めることが望ま

れます。 
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69%

5%

11%

26%

5%

2%

2%

30%

4%

14%

3%

26%

33%

9%

27%

13%

5%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．町の広報誌「とうよう」

２．町のホームページ

３．役場・地域包括支援センターの窓口

４．社会福祉協議会広報誌「社協だより」

５．社会福祉協議会の窓口

６．地区の役員等

７．民生委員・児童委員

８．町内放送

９．福祉サービス事業者

10．病院等の医療機関

11．学校、保育園

12．新聞

13．テレビやラジオ

14．書籍や雑誌

15．家族や友人・知人

16．インターネット・SNS

17．所属している団体等

18．その他

19．福祉に関する情報が入ってこない

問１９ 健康や福祉についての情報を、普段どこから得ていますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

健康や福祉についての情報の入手先は、回答者全体では、「１．町の広報誌『とうよう』」

が６９％で最も多く、「１３．テレビやラジオ」が３３％、「８．町内放送」が３０％で続

いています。 
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53%

11%

4%

5%

9%

3%

25%

19%

11%

5%

22%

15%

7%

0% 20% 40% 60% 80%

１．行事やレクリエーション活動支援

２．相談や安否確認

３．介護・介助

４．家事援助・外出支援・

コミュニケーション支援

５．子育て支援

６．自立支援

７．健康づくり・スポーツ

８． 文化・芸術活動支援

９． 教育・学習支援

10．交流・理解啓発

11．地域おこし活動

12．環境保護活動

13．その他

10%

15%

5%

11%

10%

10%

7%

11%

12%

11%

68%

77%

82%

66%

58%

12%

1%

3%

12%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

50代以下の

男性

50代以下の

女性

60代以上の

男性

60代以上の

女性

１．現在活動している ２．以前活動したことがある ３．活動したことがない 無回答

問２０ 福祉分野の地域活動（自治会・町内会等の地域活動以外）をしたことがありますか。 

（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉分野の地域活動の経験は、回答者全体では、「１．現在活動している」は１０％、

「２．以前活動したことがある」が１０％で、大半の住民が「３．活動したことがない」

と回答しています。 

 

問２０-1 問 20で「１．現在活動している」又は「2．以前活動したことがある」のいずれかを選んだ方

におうかがいします。 

     それは、どんな分野の活動団体・グループですか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

活動中または活動経験のある内容

は、回答者全体では、「１．行事やレ

クリエーション活動支援」が最も多

く、「７．健康づくり・スポーツ」、

「１１．地域おこし活動」と続いて

います。 
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55%

40%

23%

36%

18%

19%

50%

17%

3%

0% 20% 40% 60% 80%

１．保健・医療・福祉の連携

２．地域を支える担い手づくり

３．心と体の健康づくり

４．わかりやすい福祉情報の提供

５．相談支援体制の整備

６．ボランティア・地域活動

による生きがいづくり

７．災害時・緊急時の防災・安全対策の充実

８．町の福祉の予算増額を図ること

９．その他

17%

17%

27%

46%

25%

13%

19%

21%

31%

43%

18%

31%

12%

5%

0% 20% 40% 60% 80%

１．ゆっくりおしゃべりができる場

２．世代間交流ができる場

３．健康づくり・体力づくりの場

４．仕事の場

５．趣味や学びの場

６．ボランティアの場

７．相談できる人や場

８．ちょっとしたお手伝いを頼める人や場

９．町内巡回バス等の移動手段

10．病院・診療所

11．毎日利用できる配食サービス

12．移動スーパー

13．スマートフォンを使った生活支援

14．その他

第７章 町の取り組みへの意向 
 
問２１ 東洋町としてどのような取り組みが必要だと思いますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

町に必要な取り組みは、回答者全

体では、「１．保健・医療・福祉の連

携」が５５％で最も割合が高く、「７．

災害時・緊急時の防災・安全対策の

充実」が５０％で続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２２ 今後、東洋町に住み続けるために地域で何が必要ですか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

町に住み続けるために必要な場や

資源については、回答者全体では、

「４．仕事の場」が４６％で最も割

合が高く、次いで「１０．病院・診

療所」が４３％などとなっています。 
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２ 策定委員会委員等名簿 
 

第３期東洋町地域福祉計画策定委員会 委員名簿 

  氏名 所属・団体 

会長 港谷 英祐 東洋町身体障害者連盟会長 

副会長 浜田 豊年 東洋町社会福祉協議会会長 

  村中 八重水 野根九十九会会長 

  吉永 治喜 甲浦長生会会長 

  服部 好 野根婦人会会長 

  竹林 愛 甲浦婦人会会長 

  藤村 明美智 東洋町民生児童委員協議会会長 

  池田 玲子 主任児童委員 

  大黒 里絵 主任児童委員 

  松吉 由季 東洋町 PTA 連絡協議会会長 

  姫野 淳美 銀杏保育園保護者代表 

  畑山 雅弘 甲浦保育園保護者代表 

  嶋田 あゆみ 東洋町集落支援員 

 

第３期東洋町地域福祉計画策定委員会 オブザーバー名簿 

氏名 所属・団体 

坂田 智代 高知県安芸福祉保健所 地域支援室 チーフ 

市原 志織 高知県安芸福祉保健所 地域支援室 主査 

間  章 高知県社会福祉協議会 地域・生活支援課 課長 

岩田 希 高知県社会福祉協議会 地域・生活支援課 主事 

 

第３期東洋町地域福祉計画策定委員会 作業部会員名簿 

氏名 所属・団体 

築地 仲音 住民課 課長 

近藤 真人 東洋町地域包括支援センター 事務局長 

田岡 伊織 住民課 課長補佐 

吉川 美保 住民課 保健師 

光本 綾 住民課 保健師 

松島 久美子 東洋町地域包括支援センター 主監 

山口 健 東洋町地域包括支援センター 主監 

前田 千尋 東洋町地域包括支援センター 主幹 

手島 佳奈 東洋町地域包括支援センター 主任 

児玉 安喜恵 東洋町地域包括支援センター 会計年度任用職員 

亀井 泰三 東洋町社会福祉協議会 事務局長 

谷岡 智恵美 東洋町社会福祉協議会 事務局次長 
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３ 策定委員会設置要綱 
 
 
 

東洋町地域福祉計画策定委員会設置要綱 
 

                                                              平成29年７月３日 
                                                                  訓令第15号 

 (趣旨) 
第１条 この要綱は、社会福祉法(昭和26年法律第45号)第107条に規定する地域福祉計画を策定す
るため、東洋町地域福祉計画策定委員会(以下「委員会」という。)の設置及び運営に関し必要
な事項を定めるものとする。 

 
  (所掌事務) 
第２条 委員会は、次の事項について協議する。 
  (1) 地域福祉計画の策定に関する研究・検討に関すること。 
  (2) 地域福祉計画の策定に関すること。 
  (3) その他町長が必要と認める事項に関すること。 
 
  (委員) 
第３条 委員会は、委員８人以上、15人以内で組織し、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 
  (1) 地域福祉に優れた識見を有する者 
  (2) その他町長が適当と認める者 
２ 委員会に会長及び副会長を置く。 
３ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 
４ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
５ 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す
る。 

６ 委員の任期は、委嘱の日から令和５年３月31日までとする。 
 
  (会議) 
第４条 委員会は、会長が招集し、会長が議長となる。 
２ 委員会は、２分の１以上の出席がなければ会議を開くことができない。 
３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の時は、会長の決するとこ
ろによる。 

４ 会長は、第２条に規定する委員のほか、会議の運営上必要な者の出席を求め、その説明を又
は意見を聞くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

 
  (作業部会) 
第５条 地域福祉計画策定に係る調査・研究のため、作業部会を置くことができる。 
 
  (事務局) 
第６条 この委員会の事務局は、住民課に置く。 
 
  (委任) 
第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会及び作業部会の運営に関し必要な事項は、それぞ
れの会長が委員会及び作業部会に諮って定める。 

 
附 則（平成29年７月３日訓令第15号） 
  (施行期日) 
１ この要綱は、平成29年７月３日から施行する。 
  (経過措置) 
２ 第４条第１項の規定にかかわらず、この要綱施行後、最初の委員会の招集は町長が行う。 
附 則（令和４年12月１日訓令第27号） 
  (施行期日) 
１ この要綱は、令和４年12月１日から施行する。 
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４ 策定委員会等の開催経過 
 
 
 
 
 

策定委員会等の開催経過 
 
 

開催日 会議名称 備 考 

令和４年 ５月１９日 第 １回作業部会  

６月 ８日 第 ２回作業部会  

６月２７日 第 ３回作業部会  

７月１２日 第 ４回作業部会  

８月１７日 第 ５回作業部会  

８月１９日 第 ６回作業部会  

８月２３日 第 ７回作業部会  

８月２５日 第 ８回作業部会  

９月 １日 第 ９回作業部会  

９月 ７日 第１０回作業部会  

１２月 １日 第１１回作業部会  

１２月１２日 第１２回作業部会  

１２月１４日 第１３回作業部会  

１２月２６日 第 １回策定委員会  

令和５年 １月２６日 第１４回作業部会  

２月 ７日 第 ２回策定委員会  

２月１６日 第１５回作業部会  

 
 
 

  



 

62 

 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 


